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ライフプランを考えるときに知っておきたい話題を取り上げて解説します

　

令
和
７
年
（
２
０
２
５
年
）
６
月
20
日
に
、
年

金
制
度
改
正
法
が
公
布
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
改
正

で
は
、
厚
生
年
金
の
対
象
拡
大
な
ど
働
き
方
に
中

立
的
な
制
度
に
向
け
た
見
直
し
が
盛
り
込
ま
れ
た

一
方
で
、
将
来
の
基
礎
年
金
の
底
上
げ
な
ど
は
今

後
の
検
討
課
題
と
な
り
ま
し
た
。
こ
こ
で
は
、
今

回
の
改
正
内
容
の
要
点
と
、
次
回
以
降
の
改
正
に

持
ち
越
さ
れ
た
内
容
を
、
紹
介
し
ま
す
。

3
つ
の
要
件
を
撤
廃
し
て

厚
生
年
金
の
対
象
範
囲
を
拡
大

　

第
１
の
改
正
点
は
、
厚
生
年
金
の
対
象
範
囲
の

拡
大
で
す
【
図
表
１
】。
働
き
方
や
勤
め
先
に
よ
る

年
金
の
違
い
を
な
く
す
た
め
、
厚
生
年
金
の
対
象

範
囲
は
、
こ
れ
ま
で
も
段
階
的
に
拡
大
さ
れ
て
き

ま
し
た
。

　

パ
ー
ト
労
働
者
で
は
、
厚
生
年
金
に
加
入
す
る

際
の
４
つ
の
要
件
の
う
ち
、
２
つ
が
廃
止
さ
れ
ま

す
。
企
業
規
模
の
要
件
は
、
現
在
の
社
員
50
人
超

が
段
階
的
に
縮
小
さ
れ
て
、
２
０
３
５
年
10
月
に

撤
廃
さ
れ
ま
す
。賃
金
の
要
件
は
、現
在
の
基
本
給

月
額
８・８
万
円
以
上
が
、
公
布
か
ら
３
年
以
内
に

撤
廃
さ
れ
ま
す
。
労
働
時
間
の
要
件
は
週
20
時
間

年金制度改正法の改正点のポイントは、「厚生年金の対象範囲の拡大」「働き
ながら年金を受け取ると減額される仕組み（在職老齢年金）の対象者の縮小」
「標準報酬月額の上限の引上げ」「遺族厚生年金の男女共通化」の４つ。

以
上
な
の
で
、
す
べ
て
の
都
道
府
県
で
最
低
賃
金

が
時
給
１
０
１
６
円
以
上
に
な
る
と
、
厚
生
年
金

の
対
象
者
は
賃
金
の
要
件
を
原
則
と
し
て
超
え
る

た
め
で
す
。

　

個
人
事
業
所
で
は
、
厚
生
年
金
の
対
象
と
な
る

２
つ
の
要
件
の
う
ち
、
業
種
の
要
件
が
２
０
２
９

年
10
月
に
撤
廃
さ
れ
ま
す
。
た
だ
し
、
そ
の
時
点

で
存
在
し
て
い
る
事
業
所
は
、
当
分
の
間
、
厚
生

年
金
の
対
象
外
の
ま
ま
に
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
パ
ー
ト
労
働
者
の
企
業
規
模
の
要
件
や

個
人
事
業
所
の
業
種
の
要
件
を
満
た
さ
な
い
事
業

所
で
も
、労
使
が
合
意
す
れ
ば
、任
意
で
厚
生
年
金

の
適
用
を
受
け
ら
れ
ま
す
。

　

加
え
て
、
こ
れ
ら
の
拡
大
で
厚
生
年
金
の
対
象

年
金
制
度
改
正
法
が
公
布

令
和
８
年（
２
０
２
６
年
）度
か
ら
順
次
施
行
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に
な
っ
た
人
が
保
険
料
の
負
担
を
理
由
に
就
労
を

控
え
な
い
よ
う
、
任
意
適
用
を
含
む
新
た
な
適
用

対
象
事
業
所
で
は
、
適
用
拡
大
か
ら
３
年
間
に
限

っ
て
、
保
険
料
の
本
人
負
担
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

働
い
た
場
合
に
年
金
が
減
額

さ
れ
る
対
象
者
を
縮
小

　

第
２
の
改
正
点
は
、
働
き
な
が
ら
年
金
を
受
け

取
る
と
減
額
さ
れ
る
仕
組
み（
在
職
老
齢
年
金
）
の

対
象
者
の
縮
小
で
す
。
将
来
世
代
の
年
金
水
準
の

低
下
を
抑
え
る
た
め
に
、
経
済
的
に
余
裕
が
あ
る

高
齢
者
の
年
金
額
を
抑
え
る
仕
組
み
で
し
た
が
、

高
齢
者
の
働
く
意
欲
を
低
下
さ
せ
る
な
ど
の
指
摘

が
出
て
い
ま
し
た
。

　

現
在
は
月
あ
た
り
の
標
準
報
酬（
賞
与
を
含
む
）

と
厚
生
年
金
の
合
計
が
月
51
万
円
（
２
０
２
５
年

度
の
金
額
）
を
超
え
る
と
、
超
え
た
額
の
半
額
が

減
額
さ
れ
ま
す
が
、
２
０
２
６
年
４
月
か
ら
は
基

準
額
が
62
万
円
相
当
へ
引
き
上
げ
ら
れ
て
、
減
額

の
対
象
者
が
縮
小
さ
れ
ま
す
【
図
表
２
】。
な
お
、

基
準
額
は
賃
金
上
昇
率
に
合
わ
せ
て
毎
年
度
見
直

さ
れ
て
い
る
た
め
、
具
体
的
な
水
準
は
同
年
１
月

に
公
表
さ
れ
る
見
込
み
で
す
。

パート労働者の企業規模要件
 現 　　　在：社員50人超
2027年10月：35人超　
2029年10月：20人超　
2032年10月：10人超　
2035年10月：撤　廃

パート労働者の賃金要件
    現 　　　在：基本給月額8.8万円　
公布後３年以内：撤　廃

個人事業所の業種要件
   現     在    ：17業種が対象
      2029年：撤廃（*）
  *既存事業所は当面非適用

【図表１】改正の概要１



27 Vol.163

こ
れ
ま
で
は
、男
女
の
就
業
環
境
の
違
い
に
配
慮
し

て
、
受
給
の
要
件
な
ど
に
男
女
差
が
あ
り
ま
し
た
。

し
か
し
、近
年
の
就
業
環
境
に
合
わ
せ
て
、20
年
を

か
け
て
男
女
共
通
の
仕
組
み
に
変
更
さ
れ
ま
す
。

　

見
直
し
後
は
、遺
族
厚
生
年
金
の
役
割
が「
生
活

を
再
建
す
る
た
め
の
も
の
」
と
位
置
づ
け
ら
れ
、

60
歳
未
満
に
対
し
て
は
、
原
則
と
し
て
５
年
間
の

給
付
に
な
り
ま
す
。
そ
の
際
、
現
行
制
度
で
設
け

ら
れ
て
い
る
収
入
要
件
が
な
く
な
り
、現
在
の
遺
族

厚
生
年
金
の
水
準
に
加
算
が
つ
き
ま
す
。

　

ま
た
、
５
年
以
内
に
十
分
な
生
活
再
建
に
至
っ

て
い
な
い
人
に
配
慮
し
て
、
所
得
や
障
害
の
状
態

に
応
じ
た
給
付
を
、
最
長
で
65
歳
ま
で
継
続
で
き

ま
す
。加
え
て
、給
付
期
間
が
短
縮
さ
れ
る
こ
と
へ

の
配
慮
と
し
て
、
婚
姻
中
の
夫
婦
の
厚
生
年
金
の

加
入
記
録
を
分
割
す
る
形
で
、残
さ
れ
た
配
偶
者

の
老
齢
厚
生
年
金
に
加
算
が
つ
き
ま
す
。

保
険
料
や
年
金
の
計
算
基
礎
と

な
る
月
給
の
上
限
を
引
上
げ

　

第
３
の
改
正
点
は
、
標
準
報
酬
月
額
の
上
限
の

引
上
げ
で
す
。
標
準
報
酬
月
額
は
、
保
険
料
や
年

金
額
の
計
算
基
礎
と
な
る
月
給
を
い
く
つ
か
の
等

級
に
区
分
し
た
金
額
で
す
。
年
金
額
の
格
差
を
抑

え
る
た
め
に
、
現
在
の
上
限
は
65
万
円
に
な
っ
て

い
ま
す
が
、
２
０
２
７
年
９
月
か
ら
段
階
的
に

75
万
円
へ
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
【
図
表
２
】。

　

こ
の
引
上
げ
に
よ
っ
て
、
該
当
者
と
そ
の
勤
務

先
は
支
払
う
保
険
料
が
増
え
、
該
当
者
は
受
け
取

る
厚
生
年
金
が
増
額
さ
れ
ま
す
。
ま
た
、
年
金
財

政
が
改
善
す
る
こ
と
で
、
現
在
の
制
度
を
続
け
た

場
合
よ
り
も
、
将
来
の
全
員
の
厚
生
年
金
の
水
準

が
上
が
る
効
果
も
あ
り
ま
す
。

遺
族
厚
生
年
金
を
男
女
共
通
化

（
原
則
５
年
化
や
加
算
な
ど
）

　

第
４
の
改
正
点
は
、
現
役
時
に
死
亡
し
た
場

合
の
遺
族
厚
生
年
金
の
見
直
し
で
す
【
図
表
３
】。

　

な
お
、
遺
族
年
金
の
対
象
に
な
る
子
が
い
る
受

給
者
は
、
子
が
い
る
期
間
は
現
行
制
度
と
変
わ
り

が
な
く
、
子
が
成
長
す
る
な
ど
し
て
遺
族
年
金
の

子
の
要
件
か
ら
外
れ
た
場
合
に
は
、
そ
の
時
点
か

ら
前
述
し
た
有
期
給
付
な
ど
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

ま
た
、
施
行
前
日
に
39
歳
以
上
の
女
性
や
受
給
中

の
人
に
は
、
こ
の
見
直
し
は
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。

今
後
の
検
討
課
題

　

以
上
の
見
直
し
は
改
正
法
の
本
則
に
規
定
さ
れ

た
一
方
で
、
次
の
４
項
目
は
、
議
論
す
べ
き
課
題

が
残
っ
て
い
る
た
め
に
、
附
則
で
政
府
に
検
討
な

ど
を
義
務
づ
け
る
内
容
に
と
ど
ま
り
ま
し
た
。

① 

厚
生
年
金
の
さ
ら
な
る
適
用
拡
大

　

第
１
の
検
討
課
題
は
、
厚
生
年
金
の
さ
ら
な
る

対
象
拡
大
で
す
。今
改
正
に
よ
り
対
象
拡
大
が
進
み

ま
す
が
、パ
ー
ト
労
働
者
の
労
働
時
間
の
要
件
や
個

人
事
業
所
の
規
模
の
要
件
は
、
今
後
も
残
り
ま
す
。

　

パ
ー
ト
労
働
者
の
時
間
要
件
に
つ
い
て
は
、

所
定
労
働
時
間
が
週
20
時
間
以
上
と
い
う
現
在
の

基
準
を
、令
和
10
年
（
２
０
２
８
年
）
に
施
行
さ
れ

る
改
正
後
の
雇
用
保
険
と
同
じ
週
10
時
間
以
上
に

す
る
こ
と
が
検
討
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、

複
数
の
事
業
所
で
勤
務
す
る
場
合
に
労
働
時
間
を

通
算
し
て
判
定
す
る
こ
と
も
、
検
討
課
題
で
す
。

② 

高
齢
期
の
就
労
に
合
わ
せ
た

　

 

基
礎
年
金
の
加
入
期
間
延
長

　

第
２
の
検
討
課
題
は
、
基
礎
年
金
の
年
金
額
に

【図表２】改正の概要２

在職老齢年金の減額対象基準
（月あたり標準報酬

＋厚生年金）

現　　　　在：51万円以上
2026年  4月：62万円以上（*）　
*実際の金額は賃金上昇率で改定

標準報酬月額の上限

現　　　　在：65万円
2027年  9月：68万円
2028年  9月：71万円
2029年  9月：75万円

【図表３】�改正の概要３
遺族厚生年金

（遺族年金の対象になる子がいない場合）
現在

妻・30歳未満＝５年間
妻・30歳以上＝無期
夫・55歳未満＝なし
夫・55歳以上＝60歳から無期
※いずれも年収850万円未満の場合のみ支給

改正後
妻夫とも・60歳未満＝５年間＋継続給付
　　　　　　　   （継続給付は配慮が必要な場合）
妻夫とも・60歳以上＝無期（現行どおり）
※５年間の給付には収入要件なし
※現行制度よりも給付を増額（老齢厚生年金にも）
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反
映
す
る
加
入
期
間
の
延
長
で
す
。基
礎
年
金（
１

階
部
分
）の
年
金
額
に
反
映
さ
れ
る
加
入
期
間
は
、

現
在
の
制
度
で
は
原
則
と
し
て
20
歳
か
ら
59
歳

ま
で
の
40
年
間
で
す
が
、
こ
れ
を
64
歳
ま
で
の

45
年
間
に
延
長
し
、
そ
れ
に
比
例
し
て
給
付
を

増
額
す
る
案
で
す
。

　

今
回
の
改
正
に
向
け
て
、
社
会
保
障
審
議
会
年

金
部
会
で
は
賛
成
が
多
数
を
占
め
ま
し
た
が
、
世

論
で
は
負
担
の
増
加
に
反
対
す
る
声
が
多
く
聞
か

れ
た
た
め
、
政
府
は
改
正
を
見
送
り
ま
し
た
。
し

か
し
、
厚
生
年
金
は
現
在
で
も
69
歳
ま
で
が
対
象

で
、
そ
の
保
険
料
に
は
基
礎
年
金
の
費
用
が
含
ま

れ
て
い
る
た
め
、
制
度
が
見
直
さ
れ
て
も
会
社
員

や
公
務
員
の
負
担
は
増
え
ま
せ
ん
。
む
し
ろ
、
厚

生
年
金
に
40
年
以
上
加
入
し
て
も
、基
礎
年
金（
１

階
部
分
）
の
年
金
額
に
は
40
年
分
の
加
入
し
か
反

映
さ
れ
な
い
点
が
、
60
代
の
就
労
が
増
え
て
い
る

現
状
に
合
っ
て
い
ま
せ
ん
。
次
の
改
正
に
向
け
て

は
、
世
論
へ
の
説
明
が
課
題
と
な
り
そ
う
で
す
。

③ 

主
婦
パ
ー
ト
な
ど
の

　

 

第
３
号
被
保
険
者
の
取
扱
い

　

第
３
の
検
討
課
題
は
、
国
民
年
金
の
第
３
号
被

保
険
者
の
範
囲
で
す
。
第
３
号
被
保
険
者
に
は
、

厚
生
年
金
加
入
者
に
扶
養
さ
れ
る
年
収
１
３
０
万

円
未
満
で
日
本
に
居
住
す
る
配
偶
者
の
う
ち
、
20

～
59
歳
の
人
が
該
当
し
ま
す
。
た
だ
し
、
厚
生
年

金
の
加
入
要
件
に
該
当
す
る
場
合
は
厚
生
年
金
が

優
先
し
て
適
用
さ
れ
、
第
３
号
被
保
険
者
に
は

な
り
ま
せ
ん
。

　

第
３
号
被
保
険
者
は
保
険
料
を
支
払
い
ま
せ
ん

が
、
厚
生
年
金
の
保
険
料
や
給
付
（
２
階
部
分
）

は
標
準
報
酬
に
比
例
す
る
た
め
、
厚
生
年
金
加
入

者
の
世
帯
で
世
帯
合
計
の
収
入
が
同
じ
夫
婦
は
、

片
働
き
で
も
共
働
き
で
も
、
世
帯
合
計
の
負
担
と

給
付
は
同
額
に
な
り
ま
す
。
し
か
し
、
現
在
は
第

３
号
被
保
険
者
の
約
半
数
が
就
労
し
て
お
り
、こ
れ

ら
の
世
帯
で
は
保
険
料
の
対
象
に
な
ら
な
い
収
入

が
存
在
す
る
点
で
、
夫
婦
と
も
厚
生
年
金
に
加
入

し
て
い
る
世
帯
よ
り
有
利
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

第
３
号
被
保
険
者
の
割
合
は
近
年
低
下
し
て

お
り
、
政
府
は
厚
生
年
金
の
対
象
者
を
拡
大
す
る

こ
と
で
、
第
３
号
被
保
険
者
の
さ
ら
な
る
縮
小
を

目
指
し
て
い
ま
す
。
他
方
で
、
第
３
号
被
保
険
者

を
廃
止
し
て
国
民
年
金
保
険
料
を
課
す
べ
き
と
い

う
意
見
が
あ
る
た
め
、
状
況
を
調
査
し
た
う
え
で

検
討
す
る
規
定
に
な
っ
て
い
ま
す
。

④ 

基
礎
年
金
と
厚
生
年
金
の

　
 

給
付
抑
制
期
間
の
一
致

　

第
４
の
検
討
課
題
は
、
基
礎
年
金
の
底
上
げ
策

と
も
呼
ば
れ
た
、
基
礎
年
金
（
１
階
部
分
）
と
厚

生
年
金
（
２
階
部
分
）
の
給
付
が
目
減
り
す
る
期

間
を
揃
え
る
仕
組
み
で
す
。
現
在
の
制
度
で
は
、

保
険
料
の
引
上
げ
を
や
め
た
代
わ
り
に
、
年
金
財

政
が
健
全
化
す
る
ま
で
年
金
額
の
伸
び
を
物
価
や

賃
金
の
伸
び
よ
り
抑
え
、
実
質
的
に
目
減
り
さ
せ

る
仕
組
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
デ
フ
レ
で

経
過
措
置
が
長
引
い
た
影
響
で
、
厚
生
年
金
よ
り

も
基
礎
年
金
で
給
付
の
抑
制
が
長
引
き
、
現
役
時

代
に
給
与
が
少
な
く
厚
生
年
金
が
少
な
い
将
来
世

代
ほ
ど
、
年
金
額
全
体
の
目
減
り
が
大
き
く
な
る

見
込
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

政
府
は
、
厚
生
年
金
の
給
付
抑
制
期
間
を
現
在

の
制
度
よ
り
も
延
長
し
、
そ
の
財
源
で
全
加
入
者

に
共
通
の
基
礎
年
金
の
給
付
抑
制
期
間
を
短
縮
し

て
、
両
者
を
一
致
さ
せ
る
仕
組
み
を
提
案
し
ま
し

た
。
し
か
し
、
厚
生
年
金
の
目
減
り
が
継
続
す
る

点
や
、
厚
生
年
金
の
抑
制
分
の
一
部
が
自
営
業
等

の
基
礎
年
金
の
底
上
げ
に
使
わ
れ
る
点
、
基
礎
年

金
の
水
準
上
昇
に
伴
っ
て
国
庫
負
担
が
増
え
る
点

な
ど
が
、
批
判
さ
れ
ま
し
た
。

　

政
府
は
、
こ
の
仕
組
み
を
除
い
た
法
案
を
国
会

へ
提
出
し
ま
し
た
が
、
与
野
党
の
修
正
協
議
を
経

て
、
次
の
将
来
見
通
し
の
結
果
に
よ
っ
て
は
基
礎

年
金
と
厚
生
年
金
の
給
付
が
目
減
り
す
る
期
間
を

揃
え
る
こ
と
が
、
改
正
法
の
附
則
に
盛
り
込
ま
れ

ま
し
た
。
し
か
し
、
具
体
的
な
実
施
方
法
は
記
載

さ
れ
て
お
ら
ず
、今
後
の
検
討
課
題
と
し
て
残
っ
て

い
ま
す
。

　

今
回
の
年
金
制
度
の
改
正
は
、
働
き
方
に
中
立

な
制
度
に
向
け
た
内
容
で
は
あ
る
も
の
の
、
通
過

点
に
過
ぎ
ま
せ
ん
。
次
の
改
正
に
向
け
て
、
残
さ

れ
た
課
題
の
検
討
や
世
論
へ
の
説
明
が
、
早
め
に

進
め
ら
れ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。


